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香取広域市町村圏事務組合行政財産使用料条例

　平成19年４月１日

条例第14号

改正　平成24年３月30日条例第６号

　香取広域市町村圏事務組合使用料条例（昭和59年香取広域市町村圏事務組合条例第５号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する同法第225条の規定による行政財産の使用料（以下「使用料」という。）に関しては、別に定めるもののほか、この条例の定めるところによる。

（使用料の額）

第２条　使用料は、１月当たりの額により算出するものとし、その額は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める額とする。ただし、その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とする。

(１)　土地を使用させる場合(第５号に掲げる場合を除く。)　管理者が算定した当該土地の価格に1,000分の３を乗じて得た額

(２)　建物を使用させる場合　当該建物及びその敷地について、それぞれ次により算定した額を合計した額

ア　管理者が算定した建物の価格に1,000分の５を乗じて得た額

イ　建物の敷地に相当する面積の土地について、前号の規定により算定した土地の使用料に相当する額

(３)　建物の一部を使用させる場合　前号の規定により当該建物及びその敷地についてそれぞれ算定した額を合計した額に当該建物の延べ面積に対する使用面積の割合を乗じて得た額

 (４)　電柱、地下埋設物その他これらに類するものを設置する目的で行政財産を使用させる場合　管理者が別に定める額

(５)　自動販売機を設置し、営業用として使用させる場合　１台につき0.8平方メートル当たり1,000円。ただし、光熱水費は、使用者の負担とする。

（日割計算）

第３条　前条第１号から第３号までに掲げる場合においては、使用を開始する日が月の初日でないとき、又は使用を終了する日が月の末日でないときにおける当該月の使用料は、日割計算とする。

（使用料の減免）

第４条　行政財産の使用目的が次の各号のいずれかに該当するときは、使用料を減額し、又は免除することができる。

(１)　国、他の地方公共団体その他公共団体において公用又は公共用に使用するとき。

(２)　組合の指導監督を受け、組合の事務又は事業を補佐し、又は代行する団体において、補佐し、又は代行する事務又は事業の用に供するため使用するとき。

(３)　災害その他緊急やむを得ない事態の発生により、応急用に使用するとき。

(４)　前３号に掲げるもののほか、管理者が必要と認めるとき。

（使用料の徴収方法）

第５条　使用料は、管理者の発する納入通知書により指定の期日までに納入しなければならない。

（使用料の還付）

第６条　既に納入した使用料は、還付しない。ただし、公用又は公共用に供するため行政財産の使用の許可を取り消したとき、その他特別の理由があると認めるときは、管理者は、その全部又は一部を還付することができる。

（委任）

第７条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。

（罰則）

第８条　詐欺その他不正の行為により、使用料の徴収を免れた者に対しては、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処する。

附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成19年４月１日から施行する。
（経過措置）

２　この条例の施行の日の前日までに、解散前の北総西部衛生組合行政財産使用料条例(平成11年北総西部衛生組合条例第１号。以下「解散前の条例」という。）に基づき使用の許可を受けた行政財産に係る使用料は、その許可の期間が満了するまでの間、なお解散前の条例の例による。

附　則

　この条例は、平成24年４月１日から施行する。
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